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参考資料1-1平成１７年度神田川流域豪雨調査速報

１．調査概要
① 調査主体 東京大学廣井研究室：

東洋大学田中研究室
国土交通省 東京都

② 調査期間 平成１７年１１月１１日（金）～２２日（火）：

③ 調査方法、調査数：面接法により７９７票回収（配布１０００票）
うち善福寺川流域 ３００票（配布４００票）

妙正寺川流域 ３２３票（配布４００票）
平成５年浸水区域 １１０票（配布２００票）

２．調査結果概要
① 雨が降った際の対応について（全体）
・８８％の人が避難せずその８割は避難を考えなかった。
・一番多い対応は家財道具や商品を高いところにあげたことで約２９％。

（図１参照）② 浸水危険性の認識と対応について
・自宅の浸水危険性を認識している人は何らかの対応を行う割合が多い。

図１ 自宅の浸水危険性の認識と対応の関係

③ ハザードマップについて
・７２％の人がハザードマップを見たことがなか
った （図２参照）。

・今回の豪雨時に見た人は４％であった。
・見た人のうち、５２％は自分の家が安全である
か否かを確認でき、２６％は水害についての知
識が得られた。

図２ ハザードマップの
情報入手方法
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（表１参照）④ 今後の望まれる対策について
・今回と昨年の新潟水害の両ケースとも施設整備のニーズが高いが、避難
勧告や情報提供等ソフト対策についても多くの人が望んでいる。

表１ 今後望まれる対策（主なもの）

（図３参照）⑤ 土地利用等の規制について
・被災地域であり、立地規制等の対策を積極的に支持している。

図３ 立地規制等に対する意識

（調査数３４票）⑥ 半地下建築物について
・水害のことを考えずに設計（選択）した人は４４％であった。
・半地下建築物の３８％は何も対策をしていないが、平成５年の浸水区域
は７５％が止水板を用意する等の対策を実施していた （図４参照）。

図４ 半地下建築物における対応


